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「三田学会雑誌」118巻 1号（2025年 6月）

収穫逓増技術に基づく社会的分業モデルの一般化

吉井舜也 ∗

（初稿受付 2025 年 3 月 31 日，査読を経て掲載決定 2025 年 5 月 21 日）

はじめに

社会的分業がどのようにおこなわれている

かは，その社会の在り方や状態を論じるため

の一つの指標である。また，社会的分業は作

業場内分業とは異なり歴史貫通的におこなわ

れており，各社会での所有形態や生産技術と

も影響しあっていることを考えれば史的唯物

論との関連性も深い。この意味で社会的分業

はマルクス経済学において重要な研究テーマ

である。

社会的分業の数理的研究に注目した場合，

その先駆的研究として Durkheim（1893）の

分業論を数理的に定式化した Land（1970）の

Durkheim-Land Modelを挙げることができ

る。Land（1970）では分業の程度と動的密

度水
（1）

準について二本の線形微分方程式モデル

を構築し，そのシステムの均衡と安定性を分

析している。さらに，Land（1970）を発展さ

せたモデルとしては，より解析的なアプロー

チから安定分析をおこなった小林（1997）や

道徳的紐帯を組み込んだ松田・三隅（2004）な

どがある。また，計量的なアプローチとして

は，日本における産業分類の仕方の適切性を

検討した今田（1988）などがある。社会学に

おいて社会的分業の数理モデル化は盛んにお

こなわれていることがわかる。

マルクス経済学においても社会的分業は研

究対象の一つであるが，社会学と比較すれば

その数理化作業は後れをとっている。これは

置塩（1965）やMorishima（1973）などにお

∗ 慶應義塾大学経済学部
（1） 動的密度とは「社会諸関係の部分間における個人相互の作用と反作用による接近とそこから生じる

積極的な交換の度合い」のことである。
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いても分業に関するまとまった記述がないこ

と考えればわかりやすいであろう。大工業論

における作業場内分業との関係性を考えても，

マルクス経済学や『資本論』の数理化にあたっ

ては社会的分業についての定式化も喫緊の課

題である。

ところで，マルクス経済学の観点から社会

的分業を論じる場合，上述のDurkheim-Land

Modelとは異なり，生産技術や生産関係など

の土台に則してモデルが定式化されることが

望ましいと筆者は考えるが，そのような研究

として大西（2020）がある。そこでは社会的

分業が発生する条件として，生産要素に関し

て収穫逓増であること，ある財が専門的に生

産されるようになったことで生じた余剰な生

産要素で必要な交換手段の生産を賄えること，

という二点の結論を数理モデルにより導いて

いる。

このように生産技術に注目して社会的分業

を論じた大西（2020）はマルクス経済学的な分

業論という意味で有意義な研究である。しか

し，そのような大西（2020）によるモデルにも

いくつかの問題点が存在する。一つ目は，大

西（2020）ではいくつかの経済主体によって専

念して生産される財は一種類であるというこ

とである。社会的分業を論じるにあたっては

複数種類の財が専門的に生産されている場合

も想定されて然るべきであるが，大西（2020）

モデルの構造ではそのような想定は不可能で

ある。いわば，社会的分業の特殊な状態しか

述べられていない。また，大西（2020）にお

ける流通に必要な交換手段は一定となってい

るという問題もある。例えば，社会の構成人

数が多いほど社会全体における交換回数も大

きくなるはずであるから，それに伴って必要

な交換手段も増加すると考える方が自然であ

ろう。さらには，分業によって複数の財が専

門的に生産されているとすれば，そのような

財の種類もまた交換回数や交換手段の量に影

響を与えるはずである。

以上のような問題意識の下，本稿では大西

（2020）の書き換えをおこなう。第 1節は大西

（2020）の概説とその問題点を述べる。第 2節

は生産面についてのモデルの書き換えをおこ

ない，第 3節は流通面についての書き換えを

おこなう。

1. 先行研究

本節では大西（2020）による社会的分業モ

デルについての概説をおこなう。大西（2020）

では社会的分業のない自給自足経済を出発点

としてモデルが構築されている。ここで「自

給自足」をおこなう経済単位は内部での交換

がない村落共同体をイメージすればわかりや

すい。この経済では n戸の経済主体が存在し，

各経済主体はある生産要素を kだけ有してm

種類の財を生産していると想定されている。

なお，ここでは n > 0，および m > 1 とす

る。いま，各種財を生産するにあたっての生

産関数は財の種類に関係なく

f (·) = A (·)α （1）

として表されるものとし，自給自足経済下で

は各経済主体がそれぞれの財に k/m だけの

生産要素を投入して生産をおこなっているも
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のとする。このとき n戸の経済主体が存在す

るから自給自足経済全体では各種財は

nf

(
k

m

)
= nA

(
k

m

)α

（2）

だけ生産されることになる。このような状況

から xi戸だけが第 i財の生産に専念するよう

になったとしよう。すると，その生産に専念

する経済主体は第 i財の生産のために自身の

有する生産要素 kのすべてを投入することに

なり，そのような経済主体が xi戸存在するか

ら，第 i財の経済全体における生産量は

xif (k) = xiAkα （3）

となる。一方で，それ以外のm − 1種類の第

j 財（j ̸= i）は残った n − xi 戸の経済主体が

各々の財に k/ (m − 1)だけの生産要素を投入

することによって生産されるので，経済全体

では

(n − xi) f

(
k

m − 1

)
= (n − xi) A

(
k

m − 1

)α

（4）

だけ生産される。以上のような自給自足経済

から商品化経済への変化が起こる条件として

大西（2020）は次の三点を挙げている。

① 第 i財の生産が減らないこと，すなわち

xiAkα ≥ nA

(
k

m

)α

（5）

② 第 j ̸= i財の生産が減らないこと，す

なわち

(n − xi) A

(
k

m − 1

)α

≥ nA

(
k

m

)α

（6）

③ 第 i財と第 j ̸= i財を交換するための

追加的な社会的費用を賄えること

これら三つのうち生産活動という観点から，

まず①と②に注目する。（5）と（6）を xi につ

いて解けば

n

mα
≤ xi ≤ n

[
1 −

(m − 1
m

)α
]

⇒ 1 ≤ mα − (m − 1)α
（2）

（7）

を得る。（7）は α = 1で 1 = mα − (m − 1)α,

α > 1で 1 < mα − (m − 1)α となるから交

換のための費用を考慮すれば，①と②が成立

するためには生産要素に関しての収穫逓増が

必要であることがわかる。

このように，生産要素に関して収穫逓増であ

ればあとは③のみが問題となるが，交換手段は

社会的分業によって生じた余剰生産要素から生

産されることになる。そのためにはまず，自給

自足のときと同じ生産量の水準で社会的分業

（2） 大西（2020）では 61頁において本稿の（7）に該当する部分を

n

mα
≤ xi ≤ n

[
1 −
(

m − 1
m

)α]
⇔ 1 ≤ mα − (m − m0)α

と同値記号をもちいているが，同値記号の右側から左側への変形はできないため誤りである。左側か
ら右側への変形しか導けないため，正しくは本稿のように⇒とするのが適切である。
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がおこなわれている状況を考える。いま，（5）

について等号が成立するならば xi = n/mα

であるから，n/mα 戸が第 i財の生産に専念

すれば，第 i財は自給自足時と同様の生産量

を維持できることになる。一方で，第 j ̸= i

財についても（6）の等号成立時を考えることに

より，n
(

m−1
m

)α 戸が第 j ̸= i財を生産すれ

ばよいことがわかる。すると，nからこれら

の値を差し引いて kを乗じた

{
1 − (m − 1)α + 1

mα

}
nk （8）

が交換手段生産のために投入可能な生産要素

の量として計算される。この交換手段につい

ての生産関数を g（g′ > 0），また，交換のた

めに追加で必要となる交換手段の量を T とす

れば，このとき生産される交換手段は

g

[{
1 − (m − 1)α + 1

mα

}
nk

]
> T （9）

を満たしていなければならない。（9）は T が

一定である場合，交換手段の全要素生産性が

大きいほど「商品経済化」が進行しやすいこ

と，また，そのときは社会における交換手段

の総生産も増大することを表している。さら

には g′ > 0より，戸数 nや生産要素 k の値

が大きい場合もこの傾向は強まることになる。

換言すれば，都市の成長や社会的豊かさの増

大も「商品経済化」に影響しているというこ

とである。

以上のように生産と流通の両者に注目し社

会的分業が発生する条件を数理的に定式化し

た大西（2020）は有意義な研究であるものの，

細部にいくつかの不十分な点があると筆者は

考える。

大西（2020）ではいくつかの経済主体によっ

て専念して生産される財は 1種類のみとなっ

ている。つまり，2種類以上の財について分業

が発生する条件については述べられておらず，

特殊な場合を扱ったモデルにすぎない。さら

には，現実の社会では社会的分業がすでに発

生している状況において，より多くの種類の

財が専念してつくられるようになるという状

況も考えられるが，このような社会的分業の

進行を分析することは，1種類の財のみに注

目する大西（2020）の定式化では困難である。

また，大西（2020）では分業が発生するこ

とによって必要な交換手段の量が T として一

定となっていることも疑問である。というの

も社会を構成する人数が多いほど経済全体で

の交換回数は増加するはずであるから，交換

回数の増加に伴ってより多くの交換手段が必

要となると想定する方が自然である。付言す

れば，上記の問題提起のようにいくつかの経

済主体が専念して生産する財の種類が増えれ

ば，そのような財の増加もまた流通回数の増

加をひき起こすであろう。つまり，専念して

生産される財の種類がいくつかということも

交換手段の必要量に影響するはずである。

以上のような問題意識の下で次節以降では

大西（2020）の書き換えをおこなう。第 2節

は生産面についてのモデルの書き換えであり，

第 3節は流通面についてのそれである。
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2. 生産面に注目したモデルの書き換え

本節では大西（2020）を書き換えることに

より 1種類ではなく複数の財について分業が

おこなわれるモデルを構築することを試みる

が，それにあたって二つのモデルを示すこと

にする。一つ目は，自給自足経済から複数の

財についての分業が発生するモデルであり，

二つ目はすでに分業がおこなわれている社会

においてさらに分業が進行していくことを記

述するモデルである。なお，本稿ではこれ以

降，いくつかの経済主体がその生産に専念し

ている財を「分業がおこなわれている財」と

表すことにし，一つの経済主体が複数種類を

生産している財を「分業がおこなわれていな

い財」と表現することにする。

2-1. 自給自足から複数の財について同時に

分業が発生する場合

ここでは大西（2020）と同様に生産要素を k

だけ所有する経済主体が n戸だけ存在し，m

種類の財が生産されている社会を想定する。

なお，各種財を生産する際の生産関数も（1）と

同様のものであるとする。このような設定の

下でm0（1 ≤ m0 ≤ m − 1）種類の財につい

て分業が発生する条件を考えたい。

まず，m0 種類のうち特定の第 i 財（i =

1, 2, · · · , m0）について xi 戸がその財の生産

に専念するようになる場合に注目すれば，そ

の社会全体の生産量は（3）と同様に

xiAkα

である。このとき，何かしらの財の生産に専

念している経済主体の戸数は
∑m0

i=1 xiである

から，
(
n −

∑m0
i=1 xi

)
戸がそれぞれ (m − m0)

種類の財を k/ (m − m0)ずつの生産要素を投

入しながら生産することになる。すると分業

がおこなわれない (m − m0)種類の財は社会

全体ではそれぞれ(
n −

m0∑
i=1

xi

)
A

(
k

m − m0

)α

だけ生産されることがわかる。ここで自給自

足の場合では各種財の生産量は（2）のとおり

nA (k/m)αであったことを思い出せば，大西

（2020）による分業が発生するための条件①

から

xiAkα ≥ nA

(
k

m

)α

for i = 1, 2, · · · , m0

（10）

が満たされなければならない。また，条件②

から(
n −

m0∑
i=1

xi

)
A

(
k

m − m0

)α

≥ nA

(
k

m

)α

（11）

も必要となる。いま，（10）について第 1財か

ら第m0 財までを辺々足し合わせれば（10）は(
m0∑
i=1

xi

)
Akα ≥ m0nA

(
k

m

)α

（12）

を得るため，（11）と（12）から

nm0

mα
≤

m0∑
i=1

x1 ≤ n

{
1 − (m − m0)α

mα

}
⇒ m0 ≤ mα − (m − m0)α （13）
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が導かれる。ここで（13）を解くために

h (α) = mα − (m − m0)α − m0 （14）

と置くことにしよう。h (α)をαで微分すれば

dh

dα
= mα log m − (m − m0)α log (m − m0)

（15）

となるが，mα > (m − m0)αおよび log m >

log (m − m0)であるから当然（15）の符号も正

である。また，（14）にて h (1) = 0であるか

ら α > 1のときに h (α) > 0である。以上よ

り生産の面から分業が発生する条件をまとめ

た（13）が成立するには生産要素に関する収穫

逓増技術が要求されることがわかる。

2-2. さらに分業化が進展していく場合

2-1 節でのモデルは自給自足経済から分業

の発生する条件を論じたものであった。しか

し，一度社会的分業が発生した後にさらに数

種類の別の財についても分業が導入されると

いうことも現実問題として想定されるべきで

あろう。よって以降では分業が進行するため

の条件を生産面から記述していくことにする。

いま，m種類存在する財のうちm′種類の財

が分業によって生産されているものとし，第

i財（i = 1, 2, · · · , m′）の生産に専念している

経済主体は xi戸であるとする。この状況では

分業によって生産される m′ 種類の財につい

て社会全体での生産量はそれぞれ

xiAkα

であり，その他の財の生産量は

(
n −

m′∑
i=1

xi

)
A

(
k

m − m′

)α

である。このような状況からさらにm′′種類の

財について新たにその財の生産に専念する経済

主体が出てくるような状況を考えたい。この

とき新たに第 I財（I = m′+1, m′+2, · · · , m′+

m′′）の生産に専念する経済主体の個数を xI

戸と表すことにする。いま，大西（2020）に

よる分業の発生条件である①と②は要約すれ

ば，各財の社会的な生産量が減らないという

ことであった。本節のようにすでに分業がお

こなわれている中で新たに分業が進行してい

くという状況では，すでに分業がおこなわれ

ている財についてはその生産に携わる戸数が

変わらない限り社会的な生産量も変化しない。

つまり，生産量の変化について問題となるの

は，（イ）新しく分業がおこなわれる第 I 財と

（ロ）依然として分業されないままの財の二つ

ということになる。新しく分業がおこなわれ

る第 I 財についてその社会的な生産量はこれ

までと同様に

xIAkα

と表されよう。一方で，依然として分業がおこ

なわれない財についてであるが，まずはそのよ

うな財は全体で (m − m′ − m′′)種類存在する

ので，このとき分業をおこなわない経済主体は

一つの財を生産するためにk/ (m − m′ − m′′)

だけの生産要素を投入することになる。また，

第 i財（i = 1, 2, · · · m′）の生産に専念する経

済主体の戸数は合計で
∑m′

i=1 xi 戸であり，第
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I 財（I = m′ + 1, m′ + 2, · · · , m′ + m′′）につ

いては
∑m′+m′′

I=m′+1 xI 戸であるから，分業をお

こなわない経済主体は

n −
m′∑
i=1

xi −
m′+m′′∑
I=m′+1

xI

ということになる。これらをまとめると分業

がおこなわれない (m − m′ − m′′) 種類の財

の社会的な生産量は各財ごとに(
n −

m′∑
i=1

xi −
m′+m′′∑
I=m′+1

xI

)
A
(

k

m − m′ − m′′

)α

となる。以上を踏まえれば大西（2020）での

分業が発生する条件①と②は次のように書き

換えられよう。

①’ 新しく分業がおこなわれる第 I 財につ

いて生産量が減らない，すなわち

xIAkα ≥

(
n −

m′∑
i=1

xi

)
A

(
k

m − m′

)α

（16）

②’ 依然として分業がおこなわれない財の

生産量が減らない，すなわち(
n −

m′∑
i=1

xi −

m′+m′′∑
I=m′+1

xI

)
A

(
k

m − m′ − m′′

)α

≥

(
n −

m′∑
i=1

xi

)
A

(
k

m − m′

)α

（17）

これらの二条件に
（3）

おいて，（16）を I = m′+1

から m′ + m′′ まで辺々足し合わせ（17）と連

立すれば，

m
′′

(
n −

m′∑
i=1

xi

)
A

(
k

m − m′

)α

≤

(
m′+m′′∑
I=m′+1

xI

)
Ak

α

≤

(
n −

m′∑
i=1

xi

)
Ak

α

{
1 −
(

m − m′ − m′′

m − m′

)α}
⇒ m

′′ ≤
(

m − m
′
)α

−
(

m − m
′ − m

′′
)α

（18）

という分業が発生するための条件式を得る。

ここでも α = 1で等号が成立することに注目

すれば（18）は要素に関しての収穫逓増を要求

していることがわかる。つまり，要素に関し

て収穫逓増であれば，分業がおこなわれる財

の種類が多いほど社会的な総生産量が大きく

なることになる。さらには，社会的な総生産

量が大きくなるにしても，これは大西（2020）

による条件の①と②が基となっているので各

種財の生産量が減少するわけではない。この

ことを考慮すればどの財をどれだけの個数の

経済主体が生産するべきかという問題とは別

個に，生産の面のみから見ればあらゆる財が

専門的に生産されるという状況が最も望まし

いとも表現できよう。

（3）（16）（17）においてm′ = m0, m′′ = 0と置き，それに対して
∑m′

I=m′+1 xI = 0と定義すれば，この
とき，（16）（17）は（10）（11）と同様の形をとる。本稿では分業の発生と発展という二つの視点からモデ
ルの書き換えをおこなったため 2-1項と 2-2項でモデルを区別して記述したが，数学的な形式の上で
は 2-2項のモデルは 2-1項のモデルを内包するものとなっている。
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3. 流通面に注目したモデルの拡張

前節では大西（2020）を書き換えることによ

り，複数の財について社会的分業が発生する

条件を生産の面から記述した。そこでは自給

自足から分業が発生する場合でも，分業が新

たに進行していく場合でも，必要とされる条

件は生産要素に関する収穫逓増であった。換

言すれば，収穫逓増であれば分業がおこなわ

れる財が多いほど社会的な総生産量が大きく

なるため，生産活動の面からのみ見れば全財

を社会的分業の下で生産することが望ましい

とも考えられる。しかし，分業をおこなう以

上は大西（2020）が分業発生のための条件③

でも述べているように，その流通費用を社会

全体で供給することができなければならない。

この条件を大西（2020）は分業によって追加的

に投入可能となった生産要素と，社会的に必

要となる交換手段の量をもちいて（9）のように

定式化している。ここで（9）は追加で投入可能

な生産要素によって必要な交換手段を供給で

きることを表す式であるが，ここでの T は定

数である。社会の構成人数が大きくなるなど

して財の流通回数が増加すれば，それに伴っ

て必要な交換手段の量も大きくなると想定す

る方が自然であろう。さらには，分業がおこ

なわれる財を一種類から複数種類へと書き換

えた本稿のようなモデルでは，分業がおこな

われる財の種類が多いほど流通回数も大きく

なると考えて然るべきである。よって，本節

では流通回数に注目しながら，大西（2020）に

よる流通面から見た分業発生の条件を書き換

えることを目的とする。

社会的分業がおこなわれている社会につい

て，まず，いくつかの経済主体によって専業

的に生産される第 i財（i = 1, 2, · · · , m′）が社

会全体に流通するため必要な流通回数を考え

たい。なお，ここでは各経済主体は，他の経

済主体がどの財を生産および所有しているの

かが事前にわかっているものとする。つまり，

各経済主体は図 1のように自身の生産する財

をどこにどれだけ配分すればよいかを知って

いるということである。

図 1のように，第 i財はそれ以外の財の生

産に専念する経済主体と分業をおこなわない

経済主体へと配分されねばならないから，第 i

財が社会全体に行き渡るために必要な流通回

数は，全体の経済主体 n戸から xi 戸を差し

引いた

n − xi for i = 1, 2, · · · , m′ （19）

回ということになる。このような財が m′ 種

類存在するから，分業がおこなわれている財

全体で見ればその必要な流通回数は

m′∑
1=1

(n − xi) = m′n −
m′∑
i=1

xi （20）

となる。他方で，分業がおこなわれていない

財については図 2のように各々の xi戸に配分

される必要がある。このとき分業がおこなわ

れていない財は，そのすべてが一度の取引で

分業に携わっている者に渡されるものとすれ

ば，そのために必要な流通回数は
m′∑
i=1

xi （21）
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図 1 分業で生産される第 i財が社会全体に行き渡るイメージ
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図 2 分業がおこなわれていない財が社会全体に行き渡るイメージ
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となる。すると，（20）と（21）を加えれば社会

全体で必要な流通回数が計算され，その結果

として

m′n （22）

という回数が得られる。ここで社会的に必要

な交換手段の量がその流通回数に比例すると

すれば，その量は比例定数を T0 として

T0m′n （23）

ということになる。

そして，この交換手段は分業によって発生

する余剰生産要素から供給されなければなら

なかった。いま，m′種類の財について分業が

おこなわれているものとして，どれだけの戸

数が存在すれば自給自足時と同様の生産量水

準を維持できるかを考えたい。m′種類の財に

ついて分業がおこなわれているとき，自給自

足時と同様の生産量を維持しているとしよう。

これをモデルで表現するなら（10）と（11）にお

いて m0 を m′ に，不等号を等号へと置き換

えるということである。そのような想定の下

では自給自足時と同じ水準だけの生産をおこ

なうために最小限必要な戸数が計算されるか
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ら，このときの戸数を分業をおこなっている

経済主体については xi戸，分業をおこなって

いない経済主体については n −
∑m′

i=1 xi戸と

表すことにする。すると，（10）と（11）はそれ

ぞれ

xiAkα = nA

(
k

m

)α

for i = 1, 2, · · · , m′

（24）n −
m′∑
i=1

xi

A

(
k

m − m′

)α

= nA

(
k

m

)α

（25）

と書き換えられることになる。いま，分業が

おこなわれる第 i財については（24）より

xi = n

mα
for i = 1, 2, · · · , m′ （26）

戸だけ，分業がおこなわれない財については

（25）から

n −
m′∑
i=1

xi

 =
(

m − m′

m

)α

n （27）

だけ存在すればよいことがわかる。分業がお

こなわれる財は m′ 種類であることに留意す

れば，自給自足時と同水準の生産をおこなう場

合，余剰の生産活動に参加できる経済主体は

n − m′xi −

n −
m′∑
i=1

xi


= n − m′n

mα
−
(

m − m′

m

)α

n

（28）

戸となるから，追加的に投入可能な生産要素は

{
1 − m′ + (m − m′)α

mα

}
nk （29）

とわかる。ここで大西（2020）と同じように

交換手段の生産関数を g (·)（g (0) = 0, g′ > 0）

と置くならば，（29）に表されるようなだけの

生産要素から，（23）より多くの交換手段が生

産されないといけないから，そのためには

g

[{
1 − m′ + (m − m′)α

mα

}
nk

]
> T0m′n

（30）

が成立しなければならない。

ところで，大西（2020）では（9）より交換手

段の要素生産性，社会構成戸数および各戸の

生産要素保有量が大きいほど，「商品経済化」

が進みやすくなることと交換手段の総生産が

増大することが指摘されている。このうちで

交換手段の総生産の増加は g′ > 0 より自明

である。「商品経済化」が進みやすくなること

も，要素生産性や生産要素保有量については

（9）においてそれらが左辺にしか含まれない

以上，また明らかであろう。しかし，本稿の

ように交換手段が必要量だけ生産されるため

の条件を（30）のように書き換えた場合，社会

構成戸数が大きいほど「商品経済化」が進行

しやすくなるというのは必ずしも成立しない。

以下ではこれを gが生産要素に関する収穫一

定・逓増・逓減の場合と関連付けながら述べ

ていきたい。

まず，要素に関する収穫一定の場合である

が，このとき（30）は
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g

[{
1 − m′ + (m − m′)α

mα

}
nk

]
= ng

[
1 − m′ + (m − m′)α

mα

]
> T0m′n

⇒ g

[
1 − m′ + (m − m′)α

mα
k

]
> T0m′

（31）

と社会構成戸数 nを含まない形に書き換えら

れる。すなわち，社会構成戸数は商品経済化

の進みやすさに影響しないことになる。次に

g が要素に関して収穫逓増である場合である

が，（30）の右辺である T0m′nは社会構成戸数

に関して収穫一定とも表現できる。すると，

これは社会構成戸数が大きいほど交換手段の

必要量よりも生産可能量の方が大きくなりや

すいこと，すなわち，「商品経済化」が進みや

すくなることを表していることになる。逆に，

生産要素に関して収穫逓減であれば社会構成

戸数が大きいほど「商品経済化」は進みにく

くなることになる。
（4）

以上のように，本稿のような書き換えの下

では生産要素に関する収穫一定・逓増・逓減

という交換手段の生産技術が社会構成戸数と

「商品経済化」の進みやすさとの関係に影響し

ていることも指摘しておきたい。

4. まとめ

本稿では大西（2020）による社会的分業モ

デルの問題点についての改善を試み，書き換

えをおこなった。書き換えにより得られた結

果は以下のとおりである。

1）自給自足から分業がおこなわれる状態へ移

（4） 本文では流通のために必要な交換手段の量は流通回数に比例すると仮定したが，比例以外の場合も
想定されるであろう。例えば，流通回数と必要な交換手段の関係が

T0
(
m′n

)γ = T0m′γnγ (γ > 0)

であるとしよう。すると（30）はあらためて

g

[{
1 −

m′ +
(
m − m′)α

mα

}
nk

]
> T0m′γnγ

と書き直されることになる。g の関数形が不特定であれば上式についてこれ以上の言及は困難である
から，簡単化のため g (·) = B (·)β と置くことにするとこの不等式は

B

[{
1 −

m′ +
(
m − m′)α

mα

}
k

]β

nβ > T0m′γnγ

と表される。このとき，β = γなら社会構成戸数は「商品経済化」の進みやすさには影響しない。β > γ

であれば交換手段の必要量よりも生産可能量の方が大きくなりやすいので，社会構成戸数が大きいほ
ど「商品経済化」が進みやすいことになる。β < γ ならばその逆である。このように関数形を特定し
た上での議論ではあるものの，必要な交換手段が流通回数に比例しない場合でも，社会構成戸数と「商
品経済化」の進みやすさの関係は交換手段の生産における収穫逓増や逓減の度合いという技術に影響
を受けていることも付言しておきたい。
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行する際に各種財の社会的生産量が減らな

いためには，分業がおこなわれる財を複数

に拡張した場合であってもオリジナルモデ

ルと同様に生産要素に関する収穫逓増が必

要となる。さらに，分業がおこなわれてい

る状態からさらに分業がおこなわれる財の

種類が増加するためにも，収穫逓増が要求

される。また，すべての財が専門的に生産

されるという状況にて各財の生産量が最大

化されるため，流通の問題を捨象するなら

ば，生産量という観点からはこの状況が最

も望ましいといえる。

2）分業がおこなわれている財の種類を複数と

した場合，全種の財が社会の各戸へ行き渡

るために必要な流通回数は，貨幣経済を前

提とする限り分業がおこなわれている財の

種類の数と社会を構成する戸数の積で表さ

れる。そして，このとき必要な交換手段の

量は流通回数に比例するとした場合，社会

を構成する戸数が「商品経済化」の進みや

すさにどのように影響するかは，交換手段

の生産が生産要素に関して収穫一定か逓増

か逓減かという生産技術の問題に依存する

ことになる。

以上の結果を以て本稿を閉じることとする。
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